
様式第１－３号（第１面）（R７.４）

１　事業展開等の種類

＜上記１で①にチェックをした場合＞

２　事業展開の実施（予定）時期

年 月（予定）

＜上記１で①にチェックをした場合＞

３　事業展開の内容

＜上記１で②にチェックをした場合＞

４　デジタル・デジタルトランスフォーメーション（DX）化又はグリーン・カーボンニュートラル化の内容

上記の事業展開等実施計画の内容に誤りがないことを証明します。

年 月 日

申請事業主の証明

現在の事業内容及び訓練を行う端緒となる事業展開の内容について具体的に記載してください。記載例は裏面３を参照し
てください。

人材開発支援助成金（事業展開等リスキリング支援コース）
事業展開等実施計画

該当する分類を①又は②から選択してください。分類については、裏面の１,３及び４を参照してください。

①　事業展開を行う場合

②　上記①の事業展開以外で企業内のデジタル・デジタルトランスフォーメーション（DX）化
　　 又はグリーン・カーボンニュートラル化を進める場合

　

※事業展開は訓練開始日（定額制サービスによる訓練の場合は契約期間の初日）から起算をして３年以内に実施する予定のもの又は
６か月前までに実施したものに限ります。

訓練を行う端緒となるデジタル・デジタルトランスフォーメーション（DX）化又はグリーン・カーボンニュートラル化の内容を具体的
に記載してください。記載例は裏面４を参照してください。

【例】※下記を参考にご記入ください。

建設現場の残業時間は半数以上を書類業務が占めている。しかし、現場の技術者以外でも作成できる書類も多いた
め書類業務をオフィスから支援できれば残業時間の軽減が期待できるが、書類業務を行うには建設の専門ならびにデ
ジタルの知識が必要である。弊社では今年度よりデジタルを活用し、現場の書類業務を支援するため専任の人員を配
置し、業務効率化で現場技術者の負担を軽減する試みをスタートする。早く、着実にこのモデルを定着させるために、
当業務を担う人材の育成が急務であるため、デジタルと工事書類の知識を習得する建設ディレクター育成講座を受講
する。

代表者役職名

氏名

記入事例


